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令和７年６月２０日 

 

 

白老町議会 

  議長 小 西 秀 延  様 

 

 

                     総務文教常任委員会 

                      委員長 貮 又 聖 規 

 

 

所管事務調査の結果報告について 

 

本委員会は、所管事務調査を終了したので、その結果を次のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１ 調 査 事 項  （１）常任委員会 

地域コミュニティーを支える公共施設の在り方について 

         （２）分科会 

白老大町第１町内会連合会との懇談 

 

２ 調査の方法  （１）常任委員会 事務調査、現地調査 

         （２）分科会   懇談 

 

３ 調 査 日 程  （１）常任委員会  

令和 ７年 ４月２４日（木） 

                ６月１３日（金） 

          （２）分科会    

令和 ７年 ５月２９日（木）                   

 

４ 出 席 委 員 

委 員 長  貮 又 聖 規  副 委 員 長  森 山 秀 晃 

委    員  長谷川 かおり  委    員  佐 藤 雄 大 

委    員  前 田 博 之  委    員  広 地 紀 彰 

 

５ 説明のために出席した者の職・氏名 

政策推進課長  太 田   誠  政策推進課主幹  菊 池 人 氏 
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６ 分科会（懇談）への出席者 

  白老大町第１町内会連合会 ９名 

 

７ 職務のために出席した者の職・氏名 

事 務 局 長  本 間 弘 樹  主 幹  小山内   恵 

 

８ 調 査 結 果 

本委員会は、地域コミュニティーを支える公共施設の在り方について、担

当課から説明を受け、経過、現状及び課題を把握し、所管事務調査並びに活

動団体との懇談を終了したので、その内容を次のとおり報告する。 

 

（１）現状と課題 

 ① 公共施設の現状と課題 

・白老町には平成 29 年（2017 年）時点で 132 の公共施設が存在し、そのうち

1980 年以前に建設された築 30 年以上の施設が約 65％を占めている。現在は

80％以上が築 30 年以上と推測され、老朽化が著しい状況である。 

施設の維持・更新には膨大な予算が必要であるが、現実には応急的な修繕

で対応している施設も多く、機能低下と利用者数の減少が課題となっている。 

・加えて、人口減少や少子高齢化、多様化する町民ニーズへの対応も求めら

れており、既存施設の再編と効率的な利活用が急務である。 

② 集会施設の現状と課題 

・町内の生活館・公民館・福祉館・町内会館など、集会施設も利用者減少が

続いている。コロナ禍で一時的に利用者数が急減し、その後、回復傾向にあ

るものの、平成 26 年度と比べると生活館で約７割、公民館で半減と、長期的

な減少傾向は顕著である。 

・町内会館は、町内会などが自主運営しており、使用頻度や用途に大きなば

らつきがある。萩の里会館のように年間２千人以上の利用がある施設もある

が、多くは数十人から数百人規模にとどまる。 

・町としても、火災保険料の一部補助など支援を行っているが、今後の維持

管理や修繕の課題が地域の懸念として上がっている。 

 

（２）白老町公共施設適正配置計画と公共施設の基本方針について 

白老町では、以下の２つの計画を基盤として公共施設の適正配置を推進し 

ている。 
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① 白老町公共施設等総合管理計画（平成 29 年策定） 

・国のインフラ長寿命化方針を受け、計画的な維持管理とコスト削減を目的

として策定された。 

② 白老町公共施設等適正配置計画（令和７年５月策定予定） 

・将来の人口や財政規模に応じたスリムな公共施設体制の構築を目的とし、

2036 年までに延床面積 30％削減を目標としている。 

③ 基本方針の三本柱 

ア）公共施設のスリム化 

 ・既存施設の有効活用と統廃合の推進、新設は原則行わない。 

イ）トータルコスト削減のための適切な維持管理 

 ・施設の状態を把握し、計画的な修繕と更新を進めることで財政負担の平準 

化を図る。 

ウ）全庁的なマネジメント体制と町民との情報共有 

 ・推進委員会・作業部会の設置、町民説明会や意見交換の実施。 

 

（３）対策と今後の方向性 

 ① 公共施設全体の方針 

 ・地域の現状と将来ニーズを分析した上で、統合・廃止の可否を検討。 

 ・地域住民への丁寧な説明と意見聴取の場を設ける。 

 ・代替施設の整備や活動継続のための支援も併せて検討。 

 ② 集会施設に関する対策 

 ・地区ごとに少なくとも１つの集会・文化活動拠点を確保。 

 ・老朽化した施設の統廃合や複合化を進める一方、地域のつながりを断たな

いよう一定規模での維持継続を基本とする。 

・継続する施設についても、将来ニーズを見据えた維持管理と利活用の工夫

が求められる。 

 

（４）委員会の意見 

 ① 公民館・生活館の民間移譲による利活用も積極的に検討すべき。 

 ② 老朽化に関して具体的な築年数や基準の明示が必要。コミュニティーの希

薄化を防ぐ視点からの施設存続の必要性を指摘。 

③ 生活館や公民館の法的根拠、民間施設（飲食店等）との連携の可能性、用

途に応じた使い分けの必要性を提起。災害時の避難場所など「公共性」の再
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評価も重要と指摘。用途変更による可能性も提言。 

④ 適正配置計画はまちづくりの中核であり、「縮充」という思想が重要。単

なる統合ではなく、地域の核となる施設をどう活かすかが問われている。地

域グランドデザインを住民と共に構築していく必要性を強調。用途変更や民

間移譲についても言及。 

⑤ 「コミュニティーとは何か」を原点から議論すべき。教育・福祉・スポー

ツなど分野横断的な施設活用の戦略が必要。予算や運営体制の根拠が見えな

いままの進行に疑問を呈した。また、地域活性化の中での集落支援員の活用

を提言。町内会に出向き、現場の声を丁寧に聞き取る仕組みを制度化するこ

とが重要。 

⑥ 町内会活動の維持には、若い世代の巻き込みが不可欠。現状では参加を促

しても反応が薄く、世代間の意識の乖離が課題。役場職員の接触や関与が難

しいこともあるが、若年層の関与を促す仕組みの検討が必要。 

 

（５）まとめ（提言） 

本調査において、委員会として以下の点を今後の方向性として提言するも

のである。 

① 公共施設全体の見直しについて 

・公共施設の「スリム化」は避けられないが、地域ごとの最低限の文化・交

流拠点の確保が前提である。 

・「機能統合」や「複合化」に加え、「縮充」の視点を取り入れ、単なる削減

ではなく地域の魅力や機能を凝縮し、価値を高める施設再編が必要である。 

・用途変更や民間施設の活用（民間移譲）も現実的な選択肢として検討する。 

② 町民参加・合意形成の在り方 

・方針決定前から町民の声を聞くプロセスある合意形成が必要であり、特に

対象地域の住民との丁寧な対話の場が求められる。 

・「情報提供」ではなく、「共に考える場」として、タウンミーティング等の

改善・強化を図るべき。 

③ 地域づくりの視点を盛り込んだ計画立案 

・「施設ありき」ではなく、地域の未来像（グランドデザイン）と整合性を持

った施設整備の在り方を構築すべきである。 

・特に地域を核としたコミュニティーの再編・活性化の方針を持った公共施
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設整備が求められる。 

④ 担い手不足と世代交代の対応 

・若年世代の町内会活動への参加を促進するために、地域への関与促進策（柔

軟な参加形態の導入・若者向け支援）が必要。 

・集落支援員制度の拡充を通じて、地域に常駐し、住民と行政の橋渡しを行

う中間支援の仕組みを検討する。 

・加えて、行政が町内会との関係を一層重視し、積極的かつ継続的に関与す

る体制の強化が求められる。 

以上の提言をもとに、白老町の施策をより効果的に推進し、地域コミュニテ

ィーを支える公共施設の今後の在り方について提言し、まとめとする。 

 

（６）総務文教分科会 

総務文教分科会は、白老大町第１町内会連合会との懇談を実施した。なお、

その内容については、別紙「活動報告書」のとおりである。 

 


